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平成１７年３月期   個別中間財務諸表の概要       平成１６年１１月１２日 

上 場 会 社 名     株式会社  サ  ン  コ  ー        上場取引所           東京証券取引所 

コ ー ド 番 号     ６ ９ ６ ４                        本社所在都道府県     長  野  県 

(ＵＲＬ http://www.sko.co.jp ) 

代  表  者    代表取締役社長 田 村 正 則 

問合せ先責任者  総務人事部長  池 田 祥 二    ＴＥＬ （０２６３）５２－２９１８ 

決算取締役会開催日      平成１６年 １１月１２日       中間配当制度の有無     有 

中間配当支払開始日      平成 － 年  － 月 － 日    単元株制度採用の有無  有（1単元 1,000株） 

 

１． １６年９月中間期の業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）      

（１） 経  営  成  績                                                           （百万円未満切り捨て） 

% % %
16年9月中間期 7,234 △ 5.7 288 △ 12.9 324 △ 13.8
15年9月中間期 7,671 △ 7.8 331 82.2 376 168.4
16 年 3 月 期 15,956 684 757

   百万円    百万円    百万円

経 常 利 益売   上   高 営 業 利 益

 

%
16年9月中間期 152 △ 5.1 15 29
15年9月中間期 160 197.4 16 00
16 年 3 月 期 353 33 63

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

                     百万円 　　　　　　        円　　　   銭

 

(注)    ①期中平均株式数    16年9月中間期   9,985,288株    15年9月中間期  10,059,122株    16年3月期  10,033,970株 

        ②会計処理の方法の変更           無 

        ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（２） 配  当  状  況 

16年9月中間期 0 00
15年9月中間期 0 00
16 年 3 月 期 15 00

            円         銭            円         銭

１ 株 当 た り
中 間 配 当 金

１ 株 当 た り
年 間 配 当 金

 

（３）財  政  状  態                               

百万円 百万円 %
16年9月中間期 19,142 14,151 73.9 1,418 07
15年9月中間期 18,973 13,961 73.6 1,390 04
16 年 3 月 期 19,490 14,208 72.9 1,420 89

               円   　　 銭

株主資本比率総    資    産 株 主 資 本 １株当たり株主資本

(注)    ①期末発行済株式数   16年9月中間期     9,979,545株    15年9月中間期 10,044,265株    16年3月期  9,988,345株 

      ②期末自己株式数   16年9月中間期    87,327株  15年9月中間期   22,607株  16年3月期   78,527株 

 

２．１７年３月期の業績予想(平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日)       （百万円未満切り捨て） 

１株当たり年間配当金

期   末

通 期 14,529 576 324 15 00 15 00

売　上　高 経常利益

百万円 百万円 百万円

当期純利益

         円      銭          円      銭

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）     ３２円 ４５銭 

※ 上記の業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでお

ります。従いまして実際の業績は、予想と大きく異なる可能性があります。なお、上記予想に関する事項は、添

付資料の５ページをご参照下さい。 
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（１）中間貸借対照表

期　　　別

  科　　　目

（　資　産　の　部　）

Ⅰ．流　動　資　産 12,936,861 67.6 12,725,625 67.1 13,669,991 70.1

現 金 及 び 預 金 5,552,843 4,259,093 4,771,524

受 取 手 形 2,440,669 3,094,681 3,001,141

売 掛 金 3,174,817 3,081,128 3,764,911

有 価 証 券 504,121 726,897 716,278

た な 卸 資 産 1,058,785 1,386,096 1,229,714

繰 延 税 金 資 産 146,030 173,861 148,966

未 収 入 金 11,232 5,902 50,137

そ の 他 53,361 30,065 15,517

貸 倒 引 当 金 △ 5,000 △ 32,100 △ 28,200

Ⅱ．固　定　資　産 6,206,107 32.4 6,248,020 32.9 5,820,923 29.9

    有 形 固 定 資 産 4,794,908 5,154,508 4,943,394

建 物 2,369,023 2,529,296 2,449,061

構 築 物 25,437 31,765 28,208

機 械 装 置 1,567,846 1,759,477 1,653,391

車 両 運 搬 具 17,353 13,203 9,166

工 具 器 具 備 品 103,325 108,846 91,644

土 地 685,420 685,420 685,420

建 設 仮 勘 定 26,500 26,500 26,500

    無 形 固 定 資 産 11,061 13,157 12,122

1,400,137 1,080,354 865,406

投 資 有 価 証 券 586,417 569,629 649,236

関 係 会 社 株 式 584,401 10,654 10,654

出 資 金 1,235 1,235 1,235

長 期 貸 付 金 -                  41,929 39,478

長 期 前 払 費 用 6,573 9,479 7,573

繰 延 税 金 資 産 199,286 447,715 155,846

そ の 他 22,223 20,611 20,983

貸 倒 引 当 金 -                  △ 20,900 △ 19,600

19,142,969 100.0 18,973,645 100.0 19,490,915 100.0資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

当中間会計期間末
(平成16年 9月30日現在)

金　　額 構成比

%

構成比

前中間会計期間末
(平成15年 9月30日現在)

前事業年度
(平成16年 3月31日現在)

金　　額

% %

構成比

（単位：千円未満切り捨て）

金　　額
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期　　　別

  科　　　目

（　負　債　の　部　）

Ⅰ．流　動　負　債 4,512,135 23.6 4,628,130 24.4 4,848,760 24.9

支 払 手 形 320,628 382,013 325,909

買 掛 金 3,392,274 3,419,363 3,819,967

未 払 金 90,639 101,236 130,772

未 払 法 人 税 等 209,520 194,910 -                 

未 払 消 費 税 等 21,093 53,984 73,925

未 払 費 用 58,994 65,031 63,122

前 受 金 59,798 44,971 32,332

預 り 金 10,220 10,644 10,318

賞 与 引 当 金 315,000 349,000 345,000

そ の 他 33,964 6,975 47,412

Ⅱ．固　定　負　債 479,182 2.5 383,632 2.0 433,782 2.2

退 職 給 付 引 当 金 479,182 383,632 433,782

4,991,318 26.1 5,011,763 26.4 5,282,543 27.1

（　資　本　の　部　）

Ⅰ．資      本      金 3,779,113 19.7 3,779,113 19.9 3,779,113 19.4

Ⅱ．資　本　剰　余　金 3,498,197 18.4 3,498,197 18.5 3,498,197 17.9

資 本 準 備 金 3,498,197 3,498,197 3,498,197

Ⅲ．利　益　剰　余　金 6,880,558 35.9 6,701,196 35.3 6,893,679 35.4

利 益 準 備 金 225,662 225,662 225,662

任 意 積 立 金 6,180,662 6,199,636 6,199,636

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 474,234 275,897 468,380

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 43,608 0.2 △ 3,256 △ 0.0 81,023 0.4

Ⅴ．自    己    株    式 △ 49,826 △ 0.3 △ 13,368 △ 0.1 △ 43,641 △ 0.2

14,151,651 73.9 13,961,882 73.6 14,208,371 72.9

19,142,969 100.0 18,973,645 100.0 19,490,915 100.0

金　　額 構成比金　　額 構成比 構成比

負 債 合 計

前中間会計期間末
(平成15年 9月30日現在)

前事業年度

資 本 合 計

%

（単位：千円未満切り捨て）

負 債 ・ 資 本 合 計

当中間会計期間末
(平成16年 9月30日現在)

金　　額

% %

(平成16年 3月31日現在)
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（２）中間損益計算書

期　　　別

  科　　　目

売　　　上　　　高 7,234,055 100.0 7,671,709 100.0 15,956,653 100.0

売   上   原   価 6,180,081 85.4 6,504,172 84.8 13,651,005 85.6

売 上 総 利 益 1,053,974 14.6 1,167,537 15.2 2,305,648 14.4

販売費及び一般管理費 765,027 10.6 835,741 10.9 1,621,107 10.1

営 業 利 益 288,947 4.0 331,796 4.3 684,540 4.3

営  業  外  収  益 38,425 0.5 72,215 0.9 120,803 0.7

6,136 7,371 11,380

-                 59,170 96,734

22,237 -                 -                 

10,052 5,673 12,688

営　業　外　費　用 2,711 0.0 27,464 0.3 47,947 0.3

-                 26,718 45,949

2,711 745 1,997

324,661 4.5 376,546 4.9 757,397 4.7

特   別   利   益 343 0.0 -                 0.0 -                 0.0

343 -                 -                 

特   別   損   失 38,753 0.5 77,856 1.0 120,780 0.7

3,239 -                 4,770

2,937 1,249 6,341

-                 43,545 43,545

32,576 33,061 66,123

286,251 4.0 298,690 3.9 636,616 4.0

178,536 2.5 180,145 2.4 66,049 0.4

△ 44,990 △ 0.6 △ 42,371 △ 0.6 217,168 1.4

152,704 2.1 160,916 2.1 353,398 2.2

321,529 114,981 114,981

474,234 275,897 468,380

そ の 他

退職給付会計基準変更時差異

固 定 資 産 除 却 損

退 職 加 算 金

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他

為 替 差 益

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

（単位：千円未満切り捨て）

% %

前事業年度
自 平成15年 4月  1日

当中間会計期間

金　　額金　　額 百分比

前中間会計期間

至 平成 15年 9月30日
自 平成16年 4月  1日 自 平成 15年 4月  1日
至 平成16年 9月30日

百分比
至 平成16年 3月31日

金　　額 百分比
%

経 常 利 益

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

為 替 差 損

固 定 資 産 売 却 損

受 取 利 息 配 当 金

有 価 証 券 売 却 益
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

   

    １．資産の評価基準及び評価方法 

 

    （１）有価証券 

          子会社株式 ････････････････ 移動平均法による原価法 

 

          その他有価証券 

          時価のあるもの ････････････ 中間期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部資本直入法) 

          時価のないもの ････････････ 移動平均法による原価法 

 

    （２）たな卸資産 

 

          商品、製品(金型を除く)、仕掛品(金型を除く)及び原材料 ･･ 総平均法による原価法 

          製品(金型)及び仕掛品(金型) ････････････････････････････ 個別法による原価法 

          貯蔵品 ････････････････････････････････････････････････ 最終仕入原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 

          有形固定資産については定率法によっております。但し、平成１０年４月以降取得した建物(建物附属設備 

        を除く)については、定額法によっております。 

 

    ３．引当金の計上基準 

 

    （１）貸倒引当金 ･･････ 金銭債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率法、貸倒懸念 

                            債権については財務内容評価法にそれぞれよっております。 

    （２）賞与引当金 ･･････ 従業員の賞与支給に備えて、支給見込額を計上しております。 

    （３）退職給付引当金 ･･ 従業員の退職給付に備えて、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に 

                            基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 

                              なお、会計基準変更時差異については、５年による按分額を費用処理し、｢退職給付 

                            会計基準変更時差異｣として特別損失に計上しております。 

                              また、数理計算上の差異については、発生時における従業員の平均残存勤務期間内  

の一定の年数（１０年）による定額法により発生の翌期から費用処理しております。 

 

    ４．リース取引の処理方法 

 

          リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

        通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

    ５． 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

注   記   事   項  

（ 中間貸借対照表関係 ） 

                                              （ 当 中 間 期 ） （ 前 中 間 期 ） （ 前       期 ） 

 

        １．有形固定資産減価償却累計額          9,029,582 千円  9,135,422 千円    9,313,984 千円 

        ２．受取手形裏書譲渡高                     15,404 千円       23,286 千円        4,016 千円 
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（ 中間損益計算書関係 ） 

                                              （ 当 中 間 期 ） （ 前 中 間 期 ） （ 前       期 ） 

１． 減価償却実施額 

 

            有形固定資産                          248,300 千円      282,983 千円      567,304 千円 

            無形固定資産                            1,126 千円        1,718 千円        2,752 千円 

 

 

 

（ リース取引関係 ） 

        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

    （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

取得価額 減価償却累 中間期末 取得価額 減価償却累 中間期末 取得価額 減価償却累 期末残高
相  当  額 計額相当額 残高相当額 相 当 額 計額相当額 残高相当額 相 当 額 計額相当額 相  当  額

機 械 装 置 25,506 3,104 22,401 － － － 25,506 833 24,673

工具器具備品 129,955 107,678 22,276 169,345 116,262 53,082 164,881 128,659 36,222

合 計 155,461 110,783 44,678 169,345 116,262 53,082 190,387 129,492 60,895

当中間会計期間（平成16年 9月30日現在） 前事業年度（平成16年 3月31日現在）前中間会計期間（平成15年 9月30日現在）

 （単位：千円未満切り捨て)

 

（注）取得価額相当額の算定は、支払利子込み法によっております。 

 

（２）未経過リース料中間期末残高相当額 

                                              （ 当 中 間 期 ） （ 前 中 間 期 ） （ 前       期 ） 

 

                    １  年  内                     20,761 千円       30,805 千円       28,850 千円 

                    １  年  超                     23,917 千円       22,277 千円       32,044 千円 

                     合    計                      44,678 千円       53,082 千円       60,895 千円 

 

            （注）未経過リース料中間期末残高相当額は、支払利子込み法によっております。 

 

    （３）支払リース料及び減価償却費相当額 

                                              （ 当 中 間 期 ） （ 前 中 間 期 ） （ 前       期 ） 

 

                    支 払 リース 料                16,217 千円       18,010 千円       35,703 千円 

                    減価償却費相当額               16,217 千円       18,010 千円       35,703 千円 

 

    （４）減価償却費相当額の算定方法 

                リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 

 

（ 有価証券関係 ） 

 

      当中間期、前中間期及び前期のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

 


